
コムシスグループ2030ビジョン

2025年5月9日



Copyright © 2025 COMSYS Holdings Corporation All Rights Reserved 

目次

1

Ⅰ. コムシスグループのありたい姿 … 2

Ⅱ. コムシスビジョン NEXT STAGE 2023+1

✔ 2019年度～2024年度振り返り … 3

Ⅲ. コムシスグループ2030ビジョン

✔ これからのコムシスグループの事業戦略 … 5

✔ 業績目標 … 13

✔ 資本コストや株価を意識した経営 … 14

✔ 非財務目標 … 17

✔ 経営基盤強化 … 18



Copyright © 2025 COMSYS Holdings Corporation All Rights Reserved 

コムシスグループ
のありたい姿

2

「通信基盤づくり×ITシステムづくり×社会システムづくり＝無限の可能性」で

新たな価値を届けるリーディングカンパニー

コムシスグループの１つ１つの事業を大事にしながら、事業の掛けあわせ（×：掛ける）により、

様々な社会の課題解決、社会の発展に貢献するグループであり続けます。

（と） （と） （は）
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2019年度～2024年度

振り返り

3

コムシスビジョン
NEXT STAGE 2023+1（プラスワン）

2,787 

1,245 

2,113 

2,910 

825 

1,665 

通信キャリア

ITソリューション

社会システム関連

売上高

経営統合シナジー
創出による利益確保

構造改革による効率化推進

ITプラットフォームの共有

50%

以上

50%

以下

6,146億円

55%

45%

既存分野の更なる拡大
新分野への参入

M＆A

トップライン拡大

20%以上
成長

売上高
維持

30%以上
成長

成 果

社会システム関連事業（売上高20％以上成長）

再エネの拡大、DCと道路関連の大型案件により売上拡大

鉄鋼、ガス等の新領域分野にも事業を拡大

ITソリューション事業（売上高30％以上成長）

公共・文教等の受注により堅調に拡大

通信キャリア事業（2019年度売上高維持）

通信事業者の投資抑制等の影響を受けるもほぼ達成

経営統合シナジー創出による利益確保

コムシスグループ全体最適化

各社個別方式から共通ITプラットフォームへ移行完了

ESG取り組み

サステナビリティ委員会の設置

取締役会のスリム化、多様化

5,400億円
6,000億円以上

事業年度
2019年度 2024年度

計画 目標 実績

営業利益 380億円 400億円以上 459億円

営業利益率 7.0％ 6.7％以上 7.5％

総還元性向 70％目安 70％目安 65％（予定）



コムシスグループ2030ビジョン
（2025年度～2030年度）



Copyright © 2025 COMSYS Holdings Corporation All Rights Reserved 

これからの
コムシスグループ
事業戦略

5

AI/IoT
（技術提供）

センサー/ロボティックス
（制御、監視システム構築）

ローカル5G/ドローン活用
（環境構築）

風力発電
（発電設備構築・

水位/雨量センサー設置）

自動運転
（センサー/カメラ設置）

～エンジニアリング力を発揮～

社会インフラ
/IT・DX化

（ハード×ソフト）

クラウド関連
（導入支援・運用）

太陽光
（発電設備構築）

DC/高速道路
（建築設備構築/電通設備構築）

流域治水/上下水道
（堤防・インフラ整備）

ICT/DX
（環境構築・ソフトウェア開発）

＜IT基盤/ソフト開発＞ ＜社会インフラ整備＞

～培ってきた技術力を活かし成長～

マネージドサービス
（環境整備・保守） 災害対応DC間通信

IOWN

＜通信インフラ整備＞

ミリ波・６G～変わらぬ使命～

4．事業拡大、新領域への挑戦を可能とするための経営基盤強化

1．日本の情報通信基盤の構築・運営を担い続ける

3．ICT・DXの社会実装で拡がる領域に挑戦する

2．豊かな社会づくりに向けてICTプラットフォーム、社会インフラ基盤を構築し続ける

社会全体のDX化

自治体DX 建設DX

スマートX・
コンパクトシティ

スマート
農業

MaaS ロボティクス

地方創生

遠隔教育

文

遠隔医療 見守り

IOWN

DC DC

ミリ波・6G

デジタルインフラ整備

防災・減災

流域治水

太陽光発電風力発電

 今のお客様とより深く + より多くの企業から信用を得る
 技術やノウハウの蓄積・アライアンスパートナー・グループ内連携、M&A含め、実行体制を強化する

（コンパクトシティ移行までの見守り、MaaS、ドローン活用、更改期を迎えた大量の社会インフラの点検・老朽化/ローカル５G、LPWA、IoT、ロボティクス、
身の丈ICT/自動運転が普及した時の道路の役割は変わる、社会インフラ/IT・DX化（ハード×ソフト）

 5G、6Gのミリ波対応、IOWNの面的展開は膨大な量であり、近い将来の急拡大に備え、新技術を展開できる力、体制を作っていく
（例：ミリ波は、PHSやIMCS類似 → AC系工事部隊活用で大量開通）

 変化に対する感度を高くし、技術を磨きながら情報通信インフラの変化に着実に対応していく
（DCが情報NWの最大基盤となっており、DC間通信も規模が拡大していく /インフラシェアリングというゲームチェンジも大きな流れ）

 既存技術領域にも、まだまだエンジニアリング上の課題が残っている
（既存の大規模マンション光化未完了、アナログからデジタルへのマイグレーション、年々激甚化する災害への対応力強化）

1. 日本の情報通信基盤の構築と運営を担っていくことは変わらぬ使命

2. 豊かでサステナブルな社会づくりに向けて、高度で高品質なICTプラットフォーム、社会インフラ基盤を構築し続ける

3. キャリア、デベロッパ、地方自治体等は様々な社会課題解決を前面に打ち出しており、そこには、必ずICT、DXを求められることから
社会実装するために我々が持つエンジニアリング力を発揮する

 持続可能で高品質な社会インフラを構築していく
・DC関連ビジネスを拡大していく
・基盤事業を拡大していく
・グリーンエネルギー関連等を拡大していく

 クラウドベースのDX推進基盤の導入・運用をグループ内製化で実現
 クラウド導入支援、ハイブリッド環境を構築していく
 AI/IoT、ローカル5G等を活用したDXソリューションを拡大していく

カーボンニュートラル

AI
活用

AI
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12%

14%

16%

18%

20%

22%

2.0兆円 2.0兆円 2.2兆円

1.3兆円

デジタル田園都市国家インフラ整備計画（DC等）
高度無線環境整備推進

2015年度 2020年度 2024年度 2030年度

6G展開5G展開

※2024年度以降1.7%の成長率を継続する試算（政府試算2019～2024年度までの名目GDP成長率）

出典元：

2019～2023年度：国交省建設工事施工統計調査

2024～2030年度：年平均成長率1.7％（当社推計）

※2015年度売上高は統合前の3社（NDS・SYSKEN・北陸電話工事）の売上高を合算

●電気通信完成工事高

東京オリンピック関連
通信整備等

2015年度

20.4%

14.1% 13.8%

2020年度 2024年度 2030年度

【TOPICS】
通信キャリア事業

※国土交通省建設工事統計調査より推計

●コムシスグループのシェア（通信キャリア事業）

（2,741億円）
売上高

（2,894億円） （2,787億円）

電気通信
に関わる
国・キャリア
の動向

※2019年度以降、電気通信工事業に新たな工種追加（情報制御設備工事、TV電波障害防除設備工事等）の影響により増加）

大規模DC等

4G展開

4G品質強化 4G維持・5G品質強化

■電気通信工事市場は引き続き

十分な工事量が見込める

■国内拠点整備による効率化・

BCP対策（横浜・京都）

1．日本の情報通信基盤の構築・運営を担い続ける

■需要変動に対応できる

パートナー会社戦略

■培った技術を周辺分野で活用

するための営業体制整備
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【TOPICS】
ITソリューション

事業

7

■スキル・ノウハウを社外に展開し

ビジネスを拡大

■高度IT部隊であるTOSYS、

コムシス情報システム をグループ

全体で活用

2．豊かな社会づくりに向けて

ICTプラットフォームを構築し続ける

＜ITビジネス拡大に向けた取り組み＞

AI/ロボティクス/IoT

IT基盤
ソフト開発

（クラウド・政府・自治体DX）

新規ロイヤルカスタマー
新規顧客の開拓

グループ連携の強化

高度技術者の確保

マネージドサービス

事業領域拡大

 公共、文教、民需案件のマネージドサービスの拡大

 スマートシティ等へのAI・ロボティクス・IoTの強化

 技術者確保、グループ連携等による実行体制強化

 クラウドベースのDX推進基盤内製化及び社会実装

※1.Microsoft社のFastTrack 

Readyパートナー（国内10社）

※2.クラウド・AIを活用するシステム

開発が強み

※1

※2
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【TOPICS】
Microsoft社
との連携強化

8

■DX推進基盤の導入・運用に

おける日本マイクロソフト社からの

賛同表明

コムシスホールディングス株式会社様

デジタル変革（DX）は、現代のビジネスにおいて不可欠な要素であり、
企業の持続的成長と競争力強化の鍵となっています。
日本マイクロソフトは、コムシスホールディングス様がDXをさらに推進し、
未来志向のビジネスモデルをその知見を活かした社会実装を実現する準備を
整えるお手伝いをいたします。

まずは、Microsoft 365（M365）の活用を通じて、業務効率の向上、データの
有効活用、そして顧客体験の質的向上を実現することが可能です。
さらに、AI技術の導入と活用により、業務の自動化や意思決定の高度化、
新たな価値創出の機会が広がります。

特に、Microsoft Copilotは、M365に統合されたAIアシスタントとして、
日々の業務におけるドキュメント作成、データ分析、会議の要約、メール対応
などを支援し、従業員の生産性と創造性を飛躍的に高めます。

人とAIが協働する新しい働き方を実現するパートナーとしてAIを活用頂けます。

日本マイクロソフトは、M365とAIを融合させたソリューションを通じて、
コムシスホールディングス様のデジタル変革を加速させ、社会実装に向けた
知見の蓄積と展開をサポートいたします。

これからも、革新的なテクノロジーとパートナーシップを通じて、未来の
ビジネス環境に対応するソリューションを提供し続けることをお約束いたします。

日本マイクロソフト株式会社
執行役員 常務 コーポレートソリューション事業本部長
小林治郎
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 DC関連等の大型電気設備工事を柱に売上拡大

 道路・上下水道・流域治水・無電柱化等の基盤事業を拡大

 再生可能エネルギー（太陽光発電・蓄電池等）の受注拡大

 堅実なM&Aにより着実に成長、今後ともパートナシップの強化を図っていく

【TOPICS】
社会システム
関連事業

2．豊かな社会づくりに向けて

社会インフラ基盤を構築し続ける

■グループ連携による施工実績

蓄積

0

500

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2030・ ・ ・

太陽光
FIT案件拡大

（億円）

（年度）

＜太陽光FIT案件からDC関連ビジネスへシフト＞

FIT終焉

売上
拡大DC関連

ビジネスに注力

再生可能エネルギー

再生可能エネルギー

DC関連

＜M＆A後の成長推移－ガス・鉄鋼－＞

0 

45 32 36 48 

84 

155 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

（億円）

0 
4 2 4 5 

12 

25 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

売上高 売上高 ※

営業利益 ※

※ 基準年度
・ガス ：2018年度
・鉄鋼：2022年度

■需要動向に応じた技術者の

育成・最適配置
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【TOPICS】
DC関連ビジネス
の取り組み

10

 引き続き大型案件は好調

 都市型/分散型の受注拡大

・都市型はキャリア系通信ビルにおける実績を活かす

・分散型は地域に根付いたグループ各社の強みを活かす

 今後拡大するDC間通信を積極的に受注

 グループ会社から人材を結集し首都圏・都市型需要への対応力を

高めるとともに、将来の地方分散型に応える

 グループのリソースを活かし周辺ビジネス拡大及びコンテナ型に挑戦

■DC関連ビジネス拡大に向けた

グループ連携の強化

＜コムシスグループの事業連携・要員流動等＞

■画期的なDC間通信の実例

東京港の水深：10m

東京港横断ルートの縦断イメージ

芝浦ふ頭 豊洲ふ頭

推進の深さ：56m

東京港横断距離：1450m

弧状推進長：1960m

九州

北海道

信越
北陸

東海 耐震
部材

セキュリティ
NWサーバ

DC間通信
ケーブリング

電気
空調

土木
建設

再生可能
エネルギー

首都圏
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3．ICT・DXの社会実装で拡がる領域に挑戦する

■通信基盤づくり
×

ITシステムづくり
×

社会システムづくり

※出典元：「i-Construction 2.0 ～建設現場のオートメーション化に向けて～」 （R6.4.16 国土交通省）

 今後、社会基盤づくりにおいてもICT、DXの活用が必須

 ハード×ソフトのプロジェクト推進による国土形成計画が策定

 コムシスグループは通信建設等で培ったノウハウを既に保有しているため

対応可能

 技術、ノウハウの蓄積、 グループ連携、アライアンスパートナー連携により

実行体制を強化

 共創、シナジーを生む効果的なM&Aを推進

【TOPICS】
通信×IT×社会
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【TOPICS】
通信×IT×社会

12

■お客様の拡大戦略への同期

Texas
Jakarta

 お客様の要望に応え、建設に加え設計やマネージメントまでを

一気通貫でお任せいただく

 お客様の海外事業等、新たな展開に合わせて対応できる体制を構築

・インドネシア支店設立準備中

・米国法人を設立

■OREXインドネシアPoC設備

構築(Open RAN)とMWC 

Barcelona2025への参加
<OREXウェルカムムービー参加模様>
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業績目標
1兆円企業へ

13

通信キャリア

社会システム関連

ITソリューション

M＆A等

2030年度2024年度 2025年度

2030年代

コムシスビジョン
NEXT STAGE 2023+1の完遂

2025年度（事業計画）

コムシスグループ2030ビジョン

売上高 8,000億円以上
営業利益 600億円以上

■事業戦略・経営基盤強化の

取り組みにより2030年度目標

を達成するとともに、次のステージ

での成長を加速する基礎をつくる

IOWN

ミリ波

6G

コンパクトシティ

MaaS

自動運転

ドローン活用

IoT

ロボティクス

社会インフラ

老朽化・点検

2030年代に
必要となる

エンジニアリング
成長の加速

保守

売上高 6,146億円
営業利益 459億円

売上高 6,200億円
営業利益 450億円
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資本コストや株価
を意識した経営

14

■従来の基本方針にROE目標値
を追加

項目
基本方針 【2024年5月発表】

コムシスグループ2030ビジョン方針（ベースとなる考え方）

資本効率 中長期的なROE上昇の実現 方針追加 2030年度ROE10％を目指す

株主資本
コスト

2024年度：5%～7%と認識 更新
2025年度：5.5%～7.5%

（国債利回りと共に今後の上昇を想定）

成長戦略
（投資計画）

着実な成長投資の実施 方針追加
事業より得られる営業CFを原資とし、
必要により追加資金調達

株主還元

総還元性向70%目安（前ビジョン）

累進配当の継続

機動的な自社株買い

方針追加
総還元性向70%目安（前ビジョンからの継続）

毎年5円以上の増配

資本構成 健全な財務状況の維持 方針追加
社会インフラを支える企業として、緊急時にも
安定した事業継続ができる資本構成を維持

資本効率の向上と健全な財務状況の維持を両立し、
着実な成長を図ります
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15
15

20
20

25
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60
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7 
15 15 17 17 20 20 20 20 20 

25 
30 

35 
40 

50 

60 

75 

85 

95 
100 

105 

115 120 「コムシスグループ2030ビジョン」

毎年5円以上増配
をコミット

【参考】
配当金の推移

15

■中間配当金 ■期末配当金

(単位 円)

2003
年度

2004
年度

2005
年度

2006
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

(計画)
・・・

2030
年度

(目標)

コムシスグループ
2030ビジョン

2013年度より
12年連続増配

設立以来21年連続累進配当中

(予定)

毎年5円以上の増配
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アロケーション
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充実した株主還元の継続、着実な成長投資の遂行

3,700億円～

2025-2030（6年間）

3,700億円～

営業CF

純利益

減価償却費

2,100億円

600億円

2,700億円

M&A

総還元性向
70％目安

毎年5円以上の増配

機動的な自社株買い

（M&A規模により追加資金調達）

成長投資

2,000億円

株主還元

1,500億円

主な計画

PL計上投資
1,000億円

CASH IN CASH OUT
■株主還元1,500億円

成長投資2,000億円以上

を計画

人材投資
DX人材育成

エンゲージメント向上

体制強化
事業エリア強化

カーボンニュートラル推進

新たなプレーヤーとの共創
既存リソースとのシナジー発揮

事業投資
環境投資 等

M＆A

DX投資 DX推進基盤強化

配当
自己株式取得

資産売却
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非財務目標
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マテリアリティ 戦略 2030年度目標
SDGs
ターゲット
との関連

エンジニアリング力とイノベー
ションによる社会への貢献

 技術革新と規制対応強化

による信頼性の向上

 多様なニーズへの対応による

事業成長

地球環境保全への対応

 カーボンニュートラルの実現

 資源循環の実現

 自然との共生

人材力強化と柔軟な働き方の
推進

 組織文化の醸成

 働きやすさの追求

 人材マネジメントの最適化

安全・安心と品質の追求
 安全管理の徹底

 品質の追求

ガバナンスの深化

 コンプライアンスの強化

 サイバーセキュリティの強化

 人権尊重の推進

 リスク管理と情報開示の強化

• エンゲージメントスコア

• 付与有給休暇消化率

• 男性社員育児休業取得率

• 資格者数 ※2

• 当社経営理念に基づく事業
活動を通じた社会課題の解決

• 重大な人身事故発生件数
• 重大な品質トラブル発生件数
• 顧客満足度の向上

• 重大なコンプライアンス事案
• 重大なセキュリティインシデント
• 人権尊重文化の醸成と実践
• サプライチェーンを含む各種ステーク

ホルダーとの対話の推進

※1：2020年度基準値比
※2：会社が指定する資格

改善の継続

90％

100％
取得者数の増加

－

0件

0件

－

42％

25％

1.5％

90％

－

0件

0件

ー

ー

■マテリアリティへの対応を通じ

経営戦略を加速させ、持続

可能な社会の実現に貢献

• Scope1・2削減率 ※1

• Scope3削減率 ※1

• 産業廃棄物最終処分率
• グリーン調達率
• 自然に配慮した設計施工の推進
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経営基盤強化
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＜人材＞

4.事業拡大、新領域への挑戦を

可能とするための経営基盤強化

■エンゲージメントの向上
（人的資本経営）

当社では、企業価値の向上、豊かな社会の実現、社員のエンゲージメント向上はいずれも欠くことのできない、
そして、相互に依存しあう重要なテーマであると認識しております。
社員のエンゲージメント向上に向けて、コムシスグループ各社が実施している優良事例の展開など、
コムシスグループ一丸となって継続的に取り組んでまいります。

 女性社員のキャリア形成支援

 女性社員同士が対話する場の設置

 男性の育児休暇取得推進と休業支援金制度の拡充

ダイバーシティ

 「現場が主役」の職場改善活動の推進

 安全コミュニケーション活動の推進

 現場の声を聞き取る仕組みづくり

 社内公募・社内FAの導入

 事業の成長を社員が喜ぶ仕組み

・持株会奨励金の引き上げ

・自社株付与制度の導入、推進

目指す未来への共感が生む連帯感 働きがいの実感

 時間外労働削減

 計画年休・ブリッジ休暇・プラスワン休暇の取得推進

 ワークエンゲージメントオフィスの導入、拡大

 熱中症対策・作業性を考慮したユニフォーム・ツール等 の導入

健康経営

人材 マ ネ ジ メ ン ト の 最 適 化

働 き や す さ の 追 求

組 織 文 化 の 醸 成

 資格取得制度の充実

 各種研修の充実

 研修設備の整備

 中途・リファラル採用の強化

 初期配属コミットコースの推進

 インターンシップ強化

 グループ連携の要員流動推進

 タレントマネジメントの深化、拡充

採 用 人材育成 配置・登用
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■環境に関する取り組み

 脱炭素社会の実現に向けたGHG排出量削減

 資源の有効活用と廃棄物を最小化し、循環型社会の実現に貢献

 自然との共生を実現し、調和のとれた持続可能な社会を築く

事業活動と地球環境保全の両立による持続的成長

●太陽光、風力発電、蓄電池設備の構築、PPA受注拡大、脱炭素燃料案件への挑戦
●自社の再エネ発電（環境価値）で自社電気使用によるGHG排出ゼロを実現
●車両の電動化（BEV・HEV）、脱炭素燃料の使用、省エネ設備の導入
●サプライヤとの連携によるサプライチェーンでの排出量削減

●排出事業者として産業廃棄物のリサイクル促進に貢献（最終処分量の低減）

●環境に良い製品の購入
紙・文具類：グリーン購入率向上
工事部材 ：再生材の利用、グリーン購入の実施

●自然との共生に配慮した設計施工のガイドラインの設定と実施
●TNFD＊への賛同と取り組みの開示（*自然関連財務情報開示タスクフォース）

●水使用の最小化

脱炭素

資源循環

自然共生

経営基盤強化

＜環境＞

19
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用語集
用語 解説

OREX® Open RANサービスブランドとしてNTTドコモと多様なグローバルベンダが連携して提供する。

Open RAN
無線基地局の仕様をオープンかつ標準化することにより、さまざまなベンダの機器やシステムとの相互接続を可能
とする無線アクセスネットワーク（Radio Access Network＝RAN）を指す

PoC Proof of Concept（実証実験）

PPA
Power Purchase Agreement。電力購入契約。再生可能エネルギー等の電力を長期契約で購入する
仕組み。安定供給とコスト削減に寄与。

ROE
Return On Equity。自己資本利益率で、株主が出資した資金を元手に、企業がどれだけの利益を
上げたのかを測る指標。

アライアンスパートナー 共同で目標を達成するためのパートナー企業。 新たな市場や技術、共通の問題解決に協力して取り組む。

インフラシェアリング
複数の事業者で社会基盤であるインフラ（設備）を共有する形態。特に、携帯電話基地局等の通信ネット
ワークインフラを複数の通信事業者で共有することを指す。

クラウド インターネット経由で提供されるコンピューターリソースやサービス。柔軟性とスケーラビリティが特徴。

高度技術者(情報処理)
ITエンジニアのスキルを認定する国家資格試験。プロジェクトマネージャ（PM）や情報処理安全確保支援士
（RISS/SC）等の資格には様々な種類があり、ITに関する知識レベル・技術力の評価指標となる。

コンパクトシティ
人口減少による低密度な市街地では生活に関わるサービス等の維持が難しくなる為、高密度で近接した開発
形態、公共交通機関でつながった市街地、地域のサービスや職場までの移動のたやすさの構造をもった都市。

スマートX
先端技術を活用して、効率性、利便性、持続可能性を向上させるための概念。「X」は、特定の分野や領域
（例:スマートシティ等）を意味し、幅広い応用ができる。

スマートシティ
都市に張り巡らせたセンサー、カメラ、スマートフォン等を通じてデジタルデータを収集・統合・分析して
都市インフラ・施設や運営業務等を遠隔制御して最適化し、企業や生活者の利便性の向上を目指す都市。

脱炭素燃料
化石燃料の代わりに、再生可能エネルギーとCO2から作られる合成燃料（e-fuel）や、バイオマスを原料と
するバイオ燃料、及び廃食油、微細藻類、木くず等、バイオマスを原料とするSAF（航空燃料）。

マイグレーション
既存の通信システムを新しいシステムやネットワークに移行すること。IT分野でも既存のソフトウェア、システム、
データなどを新しい環境に移行する事を示す。

マネージドサービス
企業のIT環境の運用や保守を外部に委託するサービスの総称。サーバーやネットワーク、クラウド等のインフラに
関する業務を代行することで、企業の負担を軽減し、コア業務に集中できるようにする。

ミリ波 30GHzから300GHzの周波数帯の電波。障害物に弱いが大容量・高速通信が可能。

ロイヤルカスタマー 企業やブランドに信頼を寄せてくれている顧客。

ロボティクス
ロボットの設計、製造、操作、プログラミング、制御。ロボットを活用したスマートシティ等の大規模な社会インフラ
への応用が期待されている。

ローカル5G 企業や自治体が、一部のエリアまたは建物・敷地内に専用の5Gネットワークを構築する。

用語 解説

5G
第5世代移動通信システム。高速通信、低遅延、多数接続が特徴。IoT、自動運転、スマートシティ等の
次世代技術で広く利用されている。

6G
第6世代移動通信システム。5Gを超える通信速度と低遅延性を目指し、2030年頃の商用化を見据えて
研究開発が進行している。

DC データセンター。インターネットやITサービスを提供するためのサーバーやネットワーク機器が集積された施設。

DC（都市型）
首都圏と都市に所在し、交通の利便性や主要ベンダーやSIerが近くにいて構築や保守がしやすい。
一般企業や自治体が自社システムの運用に利用する。

DC（分散型）
主に地方都市に所在し、端末の近くにサーバーを分散配置してデータを処理する。データの発生源に近い場所
で処理を実行させることで、「高速」、「低遅延」で処理が可能。

DC（コンテナ型）
数十ラックを収容できるコンテナ型のDC。用地検討や、設計、建設が用意で必要な設備をコンパクトにコンテナ
に収容できる。

DC間通信（DCI）
Data Center Interconnect。データの分散配置やバックアップのため、複数のデータセンター間を高速・
大容量で接続する通信設備。

DX
Digital Transformation。企業や政府・自治体がデジタル技術を活用し、業務プロセス、ビジネスモデル、
文化等を変革。社会の変化に対応して新たな成長を追求する取り組み。

DX人材
デジタル技術を活用して業務や製品、顧客体験、従業員体験等を変革する「デジタルトランスフォーメーション
（DX）」を推進する人材。

FastTrack Ready 
パートナー

Microsoft 365 ライセンスを購入したお客様に対し、導入や活用支援を Microsoft に代わり実施する
日本で10社のみ（2025年3⽉現在）認定されているプログラムで、技術力を備えた信頼できるパートナー。

FIT
Feed-in Tariff。再生可能エネルギーの固定価格買取制度で、発電者が安定的に収益を得られるように
するための政策。

GHG
Greenhouse Gas。温室効果ガスの略称で、地球温暖化の原因となる二酸化炭素やメタン等が含まれる。
気候変動対策の中心的課題。

ICT
Information and Communication Technology。情報通信技術を表し、ITに通信技術を加えた広範
な技術分野を指す。

IMCS
Inbuilding Mobile Communication System。高層ビルや地下街など、携帯電話が使いにくい場所でも
通話ができるようにするシステム。

IoT Internet of Things。モノ（物）をインターネットに接続して、データの収集や交換、制御等を行う技術。

IOWN
Innovative Optical and Wireless Network。NTTが提唱する次世代通信インフラ構想。光の技術を
軸とした次世代情報通信基盤により、大容量・低遅延・低消費電力のネットワークを構築する。

LPWA Low Power Wide Area。低消費電力で広範囲にわたる無線通信を可能にする技術の総称。

MaaS
Mobility as a Service（モビリティ・アズ・ア・サービス）。複数の交通手段を連携させて、1つのサービスとして
利用できる移動サービス。



コムシスグループ経営理念

「豊かな生活を支えるインフラづくり」で社会の発展に貢献します

「未来をになうエンジニアリング」でお客様に選ばれ続ける企業を創ります

たゆまない改革を続けさらなる企業価値の向上を目指します


